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1.はじめに
わが国の消費税を含む付加価値税 (VAT)タイプの一般間接税は、事業者が消費者に物品やサー
ビスを供給する際に、事業者が消費者から価格に税を含めて徴収し、受け取った税を納付すること
が想定されている 1)。このような取引に直接影響を与える税の場合、経済活動に歪みを与えないこ
とが制度の理念となり、中立性の確保が制度設計の重要な目標となる 2)。
ところで、現代において、政府部門(公共部門)の存在は必要不可欠であり、かっ、その経済全
体に占める割合が非常に大きいものとなっているが、こうした公共部門は、付加価値税の仕組みの
なかで如何なる位置づけとするのが望ましいのであろうか3)。換言すると、付加価値税の課税の仕
組みやサイクルのなかで、中立性を維持し、経済活動に歪みを与えないためには、公共部門を消費
者として扱うのが望ましいのか、それとも、事業者として扱うのが望ましいのか、という問題であ
る4)。前者の例としては、欧州の付加価値税 (EUVAT)を、後者の例としては、ニュージーラン
ドの物品サービス税制ZGST)をあげることができる。なお、わが国の消費税では、これら二つ
のいずれとも異なるユニークな仕組みが導入されている。
そこで、本稿では、以上のような問題意識をもって、最初に、本稿と関連する範囲で、付加価値
税の特徴を再確認しておきたい。次に、各国が公共法人に対するVATタイプの一般間接税の課税
にどのように行っているのかをみておきたい。すなわち、 EUVATの方式、 NZGSTの方式、そ
して、わが国の消費税の方式について、それぞれの概要と長所や短所を見ていくこととする 5)。
次いで、本論として、シンプルな課税モデルを用いた思考実験を通じて、公共法人の課税上の問
題に関して分析検討を行うこととする。こうした分析検討により、付加価値税タイプの一般間接税
の仕組みからみて、公共部門の課税上の取扱いとして何が望ましいのかについて解決策を探ること
としたい。
最後に、わが国の制度が抱える課題と、望ましい改革の方向について提言したい。
1)本稿では、供給者と顧客の聞の取引を「物品またはサービスの供給 (supplyof goods or services) Jと表記す
る。消費税法の用語法では、「資産の譲渡等」である。
2)オランダの著名なVATの研究者であるBenTerraは、その著書において、 VATにおける中立性 (Neutrality)の
重要性を強調している。 BenTerra “Sales Taxation -The Case of Value Added tax in the European Community" 
Kluwer Academic Publishers 1988， pp15-19 
3)ここで公共部門(政府部門)とは、国民から租税を徴収し、租税により麗接または間接に公共サーピスを供給
する部門をさすものとする。
4)公共部門が事業者でも消費者でもない全く別個の役割と機能を果たすものとすることも論理的には考えられる
が、本稿では、事業者または消費者のいずれかに該当するものとして議論を進めることとする。
5)なお、わが国の消費税では、消費税法60条4項の存在が重要な意味を有している。この規定は、補助金等を受
け取ることにより発生した税額控除の権利を制限するものであるが、なぜ、こうした規定が必要となるのかを解
明することは、わが聞の消費税の仕組みの特徴を考察するうえで意味があると考える。
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2.一般間接税の特徴(前提的な検討)
(1)概説
本稿は、公共部門の消費課税における取扱いを検討しようとするものであるが、本章では、そう
した検討に関連する範囲内で、一般間接税の特徴について議論しておきたい。
なお、本稿では、「消費に対する一般間接税 (generalindirect taxes on consumption) Jのうち、
現在、世界の大半の国が採用しているところの、多段階課税であって、かっ、重複課税排除のため
に前段階税額控除の仕組みを有している付加価値税タイプの税(以下、本稿では、 iVATJと称す
る)に対象を絞って議論を進めることとする 6)。
また、本章で公共部門とは、基本的には、租税を収入源とする国や地方公共団体などの政府、お
よび、これら政府からの補助金で運営されている、公共サービスを提供する団体を含むものとす
る7)。
公共部門の主たる収入は租税であるが、これに類したものとして、社会保険料8)や補助金9)(補
助金は、政府からの資金の移転である。)がある。これらは、 VATの論理からすると、サービスの
供給と対価としての租税の聞には直接の対価関係がないことから、課税対象外の収入となる。こう
した課税対象外の収入に対応する課税仕入れに含まれるVATが税額控除の対象となるか否かも本
稿での検討事項のひとつである。
ところで、公共部門も、個別的なサーピスを提供し対価を得ることがあるO ひとつは、パスポー
トや住民票などの発給にかかる行政手数料に代表される公共サービスの提供である。こうした公共
サービスと手数料の聞には直接の対価関係があるので、消費税の課税対象となる。わが国の消費税
法は、こうしたサービスについて、政策的配慮から非課税とし、課税しないこととしている10)。
なお、公共部門も、鉄道やパスといった公共交通、あるいは医療サーピスといった民間の事業者
と競合するような事業活動を行うことがあり、対価を得てサービスを提供している。この場合には、
直接の対価性のある収入が発生することから、一般の法人と同様の扱いととされている。ただし、
そのサービスが公共性や公益性を有している場合には、政策的配届から非課税とされている 11)。
6)なお、VATの名称は欧州を中心として広く用いられているが、VAT以外にも、カナダ、ニュー ジー ランド、オー
ストラリア等では「物品サービス税 (GST)Jの名称が用いられている。わが国では、「消費税」の名称が用い
られている。
7)公益法人など、収入を補助金や寄付金などに依存して公益活動を行う団体を含んだものを含める場合もある。
なお、水道事業などで対価を得て公共的なサービスを提供している公共法人も存在するが、これらは、基本的
には、通常の事業法人と同様に扱われており、補助金で運営される公共法人とは性格が異なっている。
8)社会保験料は、年金、医癌費、失業手当などを支給するための原資となるものであるが、負担とサービスとの
聞に直接の対価関係がない点で¥租税に類似する。
9)補助金は、これを固からの資金の移転と考えると、間接的であるが、公共サービスの対価とみることができる。
提供されるサービスと補助金の聞に直接の対価関係がない点でも、租税に類似する。
10)消費税法6条に基づいた別表第一の五号において、これらの行政サービスを非課税としている。
1)消費税法6条に基づいた別表第一の六号以下において、これらの公益的サービスを非課税としている。
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(2)直接税との相違点
所得税や法人税のように所得を対象とした人税としての直接税の場合には、公共部門の取扱いは
比較的分りやすい。わが国の法人税法は、公共法人を非課税法人として課税対象から除外してい
る12)。これは、公共法人が公共サービスを提供しているという属性を尊重したものと考えられる。
ただし、公共部門に法人税を課すことは、民間部門と競合する場合などにおいて、ありうる。
(3 )源泉徴収税との相違点
公共部門がその職員に給与等の支払いを行う場合には、源泉徴収義務を負う 13)。これは、公共部
門自体が税を負担するのではなく、税の負担者は支払をうける職員等であり、徴税の効率の観点か
ら源泉徴収事務を負担しているものである。
(4)取引税であることの意味
VATは取引に対する税であり、物品やサービスの供給者が顧客にそれらを提供する場合に課さ
れる税である。公共部門も、その公共サービスを提供するに当たり、民間部門の事業者や消費者と
の聞で取引を行うことから、 VAT課税の仕組みから完全に無関係となりえない。法人税のように、
公共法人を非課税団体とすることで問題は解決しない。
(5 )公共部門は事業者かそれとも消費者か
VATは、供給者と顧客の聞の取引を対象とした税であり、供給者は顧客から物品またはサーピ
スの対価として税込みの代金を受け取る。供給者となるのは事業者に限られるが、顧客となるのは
事業者(正確には、課税事業者)と消費者(正確には、課税事業者以外の者)の二つの場合がある。
ここで、公共部門の属性が事業者なのかそれとも消費者なのかが問題となる。事業者であれば税を
価格転嬢できることから税を負担しない。消費者であれば、価格転嫁できないことから税を負担す
る。
事業者として扱う場合
公共部門を事業者(課税事業者)として扱うとどうなるであろうか。なお、 VATにおいて事業
者として扱うことの意味は、事業者はVATの徴収事務の負担者として顧客から受け取った税を国
庫に納付する、ということである。
まず、公共サーピスが課税対象となるか否か、租税(間接的には、補助金)を公共サーピスの対
価として課税するか否かが、問題となる。この場合、公共サービスと租税の聞には直接の対価性が
ないと考えられることから、課税対象外となる14)。ただし、対価性の概念を拡大し、例えば、社会
保険料などを課税対象に含めることも理論的には考えられる。しかしながら、社会保険料にVAT
12)法人税法4条4項は、公共法人について、法人税の納付を免除している。
13)わが国では、所得税法6条が支払いをする者を源泉徴収義務者としており、公共部門もその例外ではない。
14)後述のニュージーランドのように、政府部門の提供する公共サ』ピスについても、対価性の概念を拡大して、
課税対象含めることも、理論的にはありうる。
また、課税対象外とした場合には、それに対応する課税仕入れの取扱いが問題となる。
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を上乗せすることは、現実には困難と考えられる。
なお、課税対象に含めつつ非課税とした場合には、対応する課税仕入れに含まれるVATは税額
控除が否認されることから、課税仕入れにおいて税負担が残ることになる。
消費者として扱う場合
公共部門を消費者として扱うとすれば、どうなるであろうか。
公共サーピスの供給は課税対象としては無視される一方で、公共部門が公共サーピスを供給する
ための物品やサーピスを購入する場合に、そうした購入費に含まれるVATを負担することになる。
すなわち、一般の消費者と同様に税の負担者となる。
ここで、物品やサービスの購入という課税仕入れに含まれるVATを歳入として収受する公共部
門(例えば、「閣の一般会計J) と課税仕入れに含まれるVATを負担する公共部門が同ーの主体で
あれば、同一額の税負担と税収が発生することから、 VATの課税によるプラスとマイナスは相殺
されることになる。ところが、公共部門が複数存在し15)、VATを受け取る公共部門とVATを負担
する公共部門が異なる場合には、一方がプラスとなり他方がマイナスとなる。したがって、両者間
での調整が問題となる。
(6 )公共部門と VATの関係
公共部門は、国民から租税を徴収し、その資金で国防、公安、椙祉、教育などの公共サーピスを
提供するものであることからすると、公共部門の供給する公共サービスそのものをVATの対象と
することは、租税に租税を課すことを意味し、慎重な検討が必要となろう。また、公共サービスと
租税との聞に直接の対価関係がないことから、租税およびその延長としての補助金を原資として供
給される公共サービスは課税対象外となろう。問題は、こうした課税対象外の租税や補助金を原資
として物品やサービスを購入した場合、その価格にVATが含まれていることから、結果的に公共
部門が税の負担者となることである。
(7)小括
本章では、公共部門とVATの関係について、 VATの基本的な理念からは、事業者とするものと
消費者とするものの二つの取扱いが考えられること、そして、それぞれの取扱いにおいて発生が予
想される問題点を明らかにした。
また、 VATや消費税のような一般間接税は、取引を対象とする税であって、供給者と顧客の聞
の取引が課税対象となるが、顧客を事業者として扱う場合と消費者として扱う場合で、結果は大き
く異なるものとなる。
次章では、本章での検討を前提としつつ、参考として、 EUVATとNZGSTの仕組みを解明し
たうえで、わが国の取扱いの仕組みの解明を試みたい。
15)例えば、聞のほかに地方公共団体や公共法人が存在し、 VATの徴収者と負担者が異なる場合がある。
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3.各国における公共部門の取扱いの現状
(1) EU 
(1) -1 概要
EUでは、 VATの課税対象を経済的活動に限定していることから、本来の政府活動は基本的には
課税対象外となる。対価性の有無の検討以前の問題となる。したがって、公共部門は非課税法人と
して、その物品やサービスの供給を行っても課税対象とならず、また、物品やサーピスを購入しで
も、税額控除の権利は認められない。
結果として、公共部門はVATの税負担をすることになる。一部の加盟国では、 VAT負担の補填
が行われている。
ただし、公共部門が郵便や公共交通などの事業的性格の公共サ}ピスを運営し、民間企業と競合
する場合には、中立性の観点から問題が発生する。
(1) -2 VAT指令の関連規定
EUでは、欧州理事会が定めるVAT指令の許容範闘で、各加盟国は独自のVAT法を制定するこ
とが認められている。したがって、 VAT指令は極めて重要な意味を持っている。
公共法人の課税上の取扱いに直接関係があるのは、 VAT指令9条と13条である。
VAT指令9条1項は、納税義務者についての一般規定であり、独立した立場で「経済活動
(economic activity) Jを行う者が納税者になる、としている。したがって、本来の公共サービスの
提供を行っても納税義務者には該当しないと考えられる16)。
VAT指令13条1項は、政府(地方政府を含む。)および公共部門について明確な規定を設けてお
り、公共サービスの供給を行う政府を納税義務者から除外している。ただし、こうした納税義務者
からの除外が経済競争面で重大な歪みをもたらす場合には、例外として納税義務者とみなすことと
している。別表Iは、納税義務者とみなされる活動のリストであり、 13種類の活動が掲げられてい
る。例えば、旅客や貨物の運送、水、ガス、電気等の供給などである。
(1) -3 補填の仕組み
デンマークやスウェーデンを中心とした多くの臥j加盟国で、 VATの負担を補填する仕組みが
導入されている。こうした状況については、 OskarHenkow氏が詳しい分析を行っており、加盟国
によりその程度に相違があるが、特に、デンマークなとfで補填制度が整備されていることが詳しく
論じられている17)。
(1) -4 現状と問題点
欧州委員会は、 2010年12月1日にいわゆる「グリーンペーパーJ18)を公表し、 EUVATの今後の
16) VAT指令については、 IBFDが発行している官UV AT Compass 2013/2014"を参考とした。
17) Oskar Henkow“The VAT/GST Treatment of Public Bodies" Wolter Kluwer Series on International 
Taxation 41 2013 
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あり方について全面的な見直しを提言し、関係者からの意見を求めている。そのなかで、公共部門
の取扱いも取り上げられている。
公共部門の問題については、グリーンペーパーの 15.戦うぺきその他の重要事項Jの 15.1.
VAT制度の中立性をどのように確保するか」の 15.1.1. VATの範聞」において取り上げられてお
-り、以下のように記述されている闘。
「公共部門に適用されるルールは、供給者の立場によって、類似のVAT上の取り扱いに差
異を生じさせている。加盟国において伝統的に公共部門に留保されてきた活動の民営化や規制
緩和に向けた展開がこうした差異を増大させている。公共部門と民間部門との間の新たな形式
での協調(公共部門と民間とのパートナーシップ)により、道路、鉄道、学校、病院、刑務所
および水道や廃棄物の処理といったインフラおよび戦略的なサーピスが提供されるようになっ
ている。
公共部門が非課税あるいはVATの対象外とされている場合には、これらの部門は、税額控
除のできないVATの支払いを回避するために、アウトソーシングを制限しようとする。その
結果、 VATは投資および支出の決定に影響を及ぼすようになる。
委員会は、最近、公共部門に対するVATの経済的および社会的な影響およびその解決策に
ついて、研究を開始している。ひとつの方向は、公共部門の経済活動のすべてをVATの範囲
に取り込むこととし、対象外とする活動のリストを作成することである。代替案は、公共部門
がVATの適用対象外とならない条件を明確化しかっ近代化することである。
(以下、省略 J
次いで、上記のグリ}ンペーパーのパブリックコメントを経て、 2011年12月に欧州委員会からコ
ミュニケが公表されている20)。
コミュニケは、グリーンペーパーによる上記の問題提起に関連して、15.更なる作業の優先分野」
の 15.2. より効率的なVATシステム」の 15.2.1.課税標準の拡大Jにおいて、「公共企業Jのタイ
トルの下で、次のとおり記述している21)。
「公共部門および公益関係の非課税における VATに関する最近の研究は、経済的観点から
みた現行のル}ルの欠点ーすなわち、中立性の欠如、それがもたらす競争上の歪み、および
その複雑性ーを明らかにしている。さらに、民営化と規制緩和は、しばしば、公共部門が民
間会社と競合する状況をもたらしている。
18)本稿では、「租税研究(第749号)J(日本租税研究協会 2012年3月)に筆者が掲載した全訳 (rより簡素で、
より強力かっ効率的なVAT制度に向けた、 VATの将来に関するグリ}ンペーパー(仮訳)J (298頁~320頁)を
引用して説明する。
19) 前掲書306頁~307頁。なお、一部、省略している。また、「公共機関」の訳語は、本稿での用語法に従い、「公
共部門Jに統ー した。
20)本稿では、「租税研究第 (759号)J(日本租税研究協会 2013年1月)に筆者が掲載した全訳「単一市場に適合
したより簡素で、より強靭かっ効率的なVATシステムに向けたVATの将来に関する欧州委員会から欧州議会、
理事会、および欧州経済社会評議会へのコミュニケ(仮訳)J (188頁~205頁)を引用して説明する。
21)前掲書197頁。なお、一部省略している。また、「公共機関」の訳語は、本稿での用語法に従い、「公共部門」
に統ー した。
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公共財の価格、または、教育や健康といった大規模な既存の非課税を段階的に廃止すること
による社会保障への潜在的な重大な影響を考慮すると、課税に向けた漸進的なアプローチの慎
重な検討が要請される。」
(1) -5 小括
EU VATでは、経済活動の概念に該当するものを課税対象としていることから、対価性の有無
の議論を待つまでもなく、公共部門が供給する公共サービスは、原則として、 VAT課税の世界か
ら除外されている。ただし、民間部門と競合する分野については、経済に歪みを与えることを防止
するために、課税対象に合めることとしている。したがって、公共部門が行う活動のうち「経済活
動」に該当するものは課税対象に合まれている。また、公共部門を消費者として扱うことから、課
税主体以外の公共部門では税負担が発生する。各加盟国は、程度は異なるものの、何らかの補填を
行っている。
(2)ニュージーランド
(2) -1 概要
NZGSTの仕組みは、 EUVATと比較するとユニークなものであり、公共部門の取扱いにおいて、
その相違は際だつている22)。
NZでは、 1980年代において行政改革と GSTの導入が同時に検討されたこともあり、原則として、
政府機関の活動と民間企業の活動を平等に扱うという理念で制度が設計されている。したがって、
公共機関であっても、物品またはサ}ビスの供給を行い、対価を得ている場合には、 GSTの課税
対象とされている。
さらに、厳密には課税対象にならない取引についても、特例によるみなし課税として課税対象が
拡大されており、例えば、地方自治体のレイト(わが国の固定資産税のようなもの)を対価とする
公共サーピスも課税対象とされている。
(2) -2 課税範囲
NZ GSTの課税範囲は世界で最も広いとされ23)、公共部門もサービスの供給者として納税義務者
に含められている判。公共部門は、 GSTの面でも、民間部門と同様に扱うことが原則とされてい
るお)。その代表例が、地方政府による固定資産に対する税であるレイトの取扱いであり、地方政府
が供給する公共サ}ピスの対価としてのレイトも GSTの対象とされている26)。
換言すると、 NZGSTでは、対価を得て行う供給はすべて課税対象とされ、趣味の活動と給与所
得者の供給するサービスのみが納税義務から除外されている27)。
22)こうしたNZGSTの公共部門の取扱いの分析・検討については、前述のOskarHenkowの著書で、詳しく論じら
れている。以下の記述も、同書に負うところが大きい。
23)前掲書137貰
24)前掲書137頁
25)前掲書139頁
26)前掲書144頁
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政府 (Crown)そのものは納税と税額控除を行わないが、関連する政府部門は、その供給(また
はみなし供給)について納税義務を負うとともに、税額控除の権利が付与されているお)。地方政府
も同様の扱いとされている。
(2) -3 小括
NZ GSTでは、公共部円であるか民間部円であるかを問わず、対価を得た物品またはサービスの
供給であれば、原則として課税対象に含めることとしている。すなわち、公共部門が供給する公共
サーピスも、対価を得て行われている限り、 GSTの課税対象となる。さらに、対価性の概念を拡
大することで、公共部門が課税対象となる範囲の拡大を図っている。例えば、地方自治体のサービ
ス供給の対価としてのレイト(固定資産税)も課税対象となっている。
( 3 )わが国の現状
(3) ー l 概要
わが国の消費税法は、資産の譲渡等を行うすべての法人を事業者とし、納税義務者に該当すると
している29)。そして、免税事業者を除くすべての事業者(課税事業者)に納税義務を課すとともに、
税額控除の権利を認めている30)。したがって、国や地方公共団体を含む公共法人や公益法人も、納
税義務者として、その課税売上げについて消費税の申告と納付の義務を負うとともに、課税仕入れ
について税額控除を行うことが認められている。そして、国と地方公共団体および公共法人や公益
法人を対象として、こうした法人が課税事業者となることを前提とした特例が設けられている31)。
(3 )ー 2 わが国の消費税法の仕組み
(3) ー 2-1 概略
公共部門に関する法60条の仕組み立法趣旨については、立法当時の関係者の解説書をみると、下
記の通りである。詳しい説明はなく、公共部門は民間企業とは異なる事情にあるから仕入れ税額控
除に特例を設けた、としている。
立法当時の担当者による立法趣旨の説明は次のとおりである32)。
「消費税法においては、園、地方公共団体、公共法人等も納税義務者とされていますが、民間
の企業とは自ずと異なる事情にあるため、仕入税額控除の計算方法等について、特例が定められ
ています。J
ここで特例の概略を説明すると、次のとおりである。
27)前掲書151頁
28)前掲書151頁
29)消費税法は、事業者が納税義務者となると定めるとともに(法5条l項)、事業者とは、個人事業者および、法
人をいうものと定義されている(法2条1項四号)。
30)法30条l項
31)法60条
32)渡辺博史ほか「昭和63年度版改正税法の全て.1(大蔵財務協会)289頁。
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まず、国および地方公共団体について、これを、一般会計と特別会計に区分し、個々の余計ごと
に法人とみなしている3)。その結果、国および地方公共団体の場合、一般会計と特別会計がそれぞ
れ独立した事業者として(特別会計が複数ある場合には特別会計ごとに)、株式会社などの民間部
門の事業者と同様に納税義務者となる。
ところで、国や地方公共団体などの公共部門においては、その活動内容が一般の民間部門の経済
活動とは異なることから、こうした公共部門に特有の活動を課税対象外とすることも考えられ
る制
しかし、わが国の消費税法は課税範囲を経済活動に限定するという仕組みを採用していないと考
えられる。条文上は、わが国の消費税法においても、課税範囲を画するものとして「事業として」
の文言が付されていることから、解釈として、事業活動に該当するものと該当しないものを区分し、
後者を課税対象外と解する余地もあると思われるが、通達でこうした解釈は否定され、法人の資産
の譲渡等はすべて事業として行われたものとして扱うこととされている35)。したがって、公共部門
が行う資産の譲渡等、すなわち、物品またはサービスの供給は、実務上、そのすべてが課税対象に
なる。
その上で、 60条4項に「特定収入」に関する規定を設け、国等の特別会計および公共法人や公益
法人等の公共部門に属する法人の税額控除の権利を制限している。
(3) -2-2 国等の一般会計の取扱い
ここで注目されるのは、国等の「一般会計」の取扱いであり、特別会計や公共法人等とは全く異
なる取扱いとなっていることである。すなわち、形式的には、他の公共部門と同様の取扱いである
が、実質的には、非課税法人とされているお)。すなわち、納税義務者から実質的に除外され、消費
者と同様の扱いとされている。物品やサ}ピスを供給しても納税義務を負わず、物品やサーピスを
購入しでも税額控除の権利は認められない。結果として、消費税の負担者となる。
ところで、なぜ、一般会計を、 EUVATのように、端的に非課税法人とせず、形式的に課税法
人とし、その上で実質的に非課税法人としたのであろうか。何故こうした迂遠な方法を取る必要が
あったのであろうか。
この点については、国等の一般会計を供給者とする物品やサービスの購入を行う事業者の税額控
除の権利との関連が指摘される問。一般会計を非課税法人とすると、こうした法人から物品または
33)法60条l項
34)法人税法では、公共法人は非課税団体とされている。また、 EUVATでも、公共部門は、原則として非課税
法人とされている。これは、前述のとおり、明文で規定されている (VAT指令13条)。わが国の消費税法にはこ
うした規定は設けられていない。
35)消費税法基本通達5-1-1 (事業としての意義)
「法2条第1項第8号(資産の譲渡等の意義)に規定する「事業として」とは、対価を得て行われる資産の譲
渡及ぴ貸付並びに役務の提供が反復、継続、独立して行われることをいう。
(注) 1 個人事業者が生活の用に供している資産を譲渡する場合の当該譲渡は、「事業として」には該当しない。
2 法人が行う資産の譲渡及ぴ貸付並ぴに役務の提供は、その全てが、「事業として」に該当する。
36)消費税法60条6項により課税売上げに係る消費税額と課税仕入れにかかる仕入税額控除の金額を同額とみな
し、かっ、 60条7項により申告義務その他の手続き規定の適用を免除している。
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サ}ピスを購入した者に税額控除の権利が認められないのではないかとの疑問が生ずるが38)、一般
会計を形式的に課税事業者としておけば、こうした疑問の発生が防止される。
以上の結果、課税事業者は、公共部門から物品やサービスを購入しでも、当該取引が非課税に該
当する場合を除き、税額控除が認められる39)。
(3) -2-3 特定収入の取扱い
次に、特定収入の取扱いをみておきたい。
消費税法60条4項が規定する特定収入の制度は相当に複雑であるが、本稿の論述において君主要な
部分なので、簡潔に紹介しておきたい40)。なお、本稿での中心的な論点は、なぜ法60条4項が必要
になったのか、ということである。
法60条4項の概略は、次のとおりである。
国および地方公共団体の特別会計ならびに公共法人等(消費税法別表第三に掲げられた法人)の
特定収入割合が一定割合 (5%)を超えると、調整計算を行うものとされる。ここで、特定収入と
は、資産の譲渡等の対価以外の収入であって、かつ、法令が定める収入(すなわち、借入金等(法
令等により補助金の返済等に充てることとされていないもの)、出資金、預貯金、貸付金の回収額、
法令等により課税仕入れの対価以外に充てることとされている収入など)以外のものである。具体
的には、租税、補助金、交付金、寄付金、資産の譲渡等に該当しない会費等および喜捨金である。
また、特定収入割合とは、当該期間の資産の譲渡等の対価の額(税抜き)の合計額に当該期間の特
定収入の額の合計額を加算した金額のうちに当該特定収入の額の合計額の占める割合とされる。
次に、調整計算を行うが、これは、法30条による原則的な方法により計算された仕入れに係る消
費税額から控除すべき特定収入に係る課税仕入れ等の税額(これが、調整額となる)を控除するも
のである。
37)大島隆夫、木村剛志『消費税法の考え方・読み方(四訂版)j(税務経理協会 2004) 475頁に次の記述がある。
「木村 ・・・・一般会計は非課税というのとどこが違うかということですが、消費税では非課税は取引ご
とに定められていて、ある団体を非課税にするという制度はとっていません。
大島 なるほど、そうでうね。消費税法には人的非課税という考え方はないわけですね。それと実態的には、
園、地方公共位団体を非課税にすると、非課税団体から課税仕入れをした場合には、課税仕入れをした人の仕
入税額控除がどうなるかという問題も出てきかねませんね。
木村 その問題もあり、できるだけ簡素な制度にするために考えられたものだということでしょう。J
38)顧客において、非課税仕入れを行ったとみる可能性がある。
39)わが国が採用している帳簿方式との関連でこうした取扱いに落ち着いたではないかとも考えられる帳簿方式で
は、供給者(売主)の納税の有無を間わず、顧客(買主)に税額控除の権利が認められるのであるが、非課税の
場合だけがその例外となっている(法2条l項12号の第二の括弧書きは、供給者において課税売上げとなる場合
に限定して、顧客において課税仕入れとすることを認めている。)。そうすると、非課税法人からの購入がどうな
るか疑問が生ずる。なお、一般会計からの購入を明文で課税仕入れの定義から除外し税額控除を認めないとする
方式(給与所得に係る同号の取扱いと同じとする方式)もあったと，思われる。
40)前述の『昭和63年度版改正税法のすべて.1289頁-292頁を参考とし、税率を現状 (2014年9月現在)のもの
とし、かっ、課税貨物の引取りに係る部分を省略した。
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この調整計算は、(1)仕入れに係る消費税額の全額が控除できる場合、 (2)仕入れに係る消費
税額を個別対応方式により計算する場合、 (3)仕入れに係る消費税額を一括比例方式により計算
する場合、 (4)調整割合が大きく変動した場合の特定収入に係る課税仕入れ等の税額の調整、に
区分して行うものとされる。
第一に、仕入れに係る消費税額の全額が控除できる場合であるが、調整額は次のイとロの合計額
とされる。
イ 課税仕入れに係る特定収入の額の108分の6.3相当額
ロ (課税仕入れの税額一イの金額) x調整割合
「課税仕入れに係る特定収入Jとは、特定収入のうち法令等において課税仕入れに係る支出対価
の額のためにのみ使用することとされているものである。
「課税仕入れの税額」とは、原則的な方法により計算した場合に控除されることとなる仕入に係
る消費税額である。
「調整割合」とは、当該課税期間における資産の譲渡等の対価の額の合計額に当該課税期間にお
ける課税仕入れ等に係る特定収入以外の特定収入の合計額を加算した金額のうちに当該課税仕入れ
等に係る特定収入以外の特定収入の合計額の占める割合のことである。
第二に、仕入れにかかる消費税額を個別対応方式により計算する場合であるが、調整額は下記の
イからハまでの金額の合計額とされる。
イ 当該課税期聞における特定収入のうち法令等において課税資産の譲渡等にのみ要する課税仕
入れに係る支払対価の額にのみ使用することとされている部分の合計額の108分の6.3相当額
ロ 当該課税期間における特定収入のうち法令等において課税資産の譲渡等とその他の資産の譲
渡等に共通して要する課税仕入れに係る支払対価の額のためにのみ使用することとされている
部分の合計額の108分の6.3相当額に課税売上割合を乗じて計算した金額
ハ 当該課税期間の課税仕入れ等の税額からイとロの金額の合計額を控除した残額に、当該課税
期間の調整割合を乗じて計算して金額
第三に、仕入れに係る消費税額を一括比例方式により計算する場合であるが、調整額は、次のイ
とロの金額の合計額とされる。
イ 当該課税期聞における課税仕入れ等に係る特定収入の合計額の108分の6.3相当額に課税売上
割合を乗じて計算した金額
ロ 当該課税期間の課税仕入れ等の税額からイの金額を控除した残額に当該課税期間の調整割合
を乗じて計算して金額
第四に、調整割合が大きく変動した場合の特定収入に係る課税仕入れ等の税額の調整であり、 3
年間の通算調整割合を用いて調整するものであるが、本稿で特に必要はないので、説明は省略する。
(3) -2-4 現行の仕組みに関する疑問
上記の仕組みは、法30条の仕入税額控除制度に基づいて、租税、補助金、寄付金等の特定収入(以
会計論叢第10号 -30-
下、「補助金等の収入」という。)を得た場合に発生すると予想される税額控除の金額を算出し、こ
れを、当該法人の税額控除の金額から控除するものと考えられる。すなわち、法30条は、原則として、
課税売上げと非課税売上げの比率に基づいて課税売上割合を算出し、この割合を基礎として税額控
除の金額の大きさを決定しているのであるが、こうして計算構造に沿って控除の制限を行うものと
なっている。
法30条の税額控除に係る計算構造を基礎とした上記の仕組みについては、幾つかの疑問が生ずる。
第一の疑問は、補助金等の収入があるにもかかわらず、仕入税額控除の金額の計算に影響がない
ことである。課税売上げにも非課税売上げにも該当しない収入(いわゆる、課税対象外の収入)が
仕入税額控除の計算に反映きれないことから、補助金等の収入があっても税額控除の金額に影響が
ないο そして、このことが法60条4項を設ける必要性を生み出したのではないかということである。
第ニの疑問は、補助金等の収入を受け取った場合において、その資金使途を考慮して控除制限の
計算を行うこととしているが、そうした配慮を計算の中に取り入れることが妥当か、ということで
ある。資金使途の定めにより税額控除の金額が異なるとすると、資金使途を恐意的に操作すること
で税額控除の金額を増加させることが可能となる41)。
法60条4項の意味するところを、簡単な設例を用いて確認してみたい。なお、計算の簡便化のた
め税率は10%と仮定する。
設例l
公共法人Aは、ある課税期間において、課税売上げが660(内、消費税は60)で非課税売上げが
400であったとする。そして、課税仕入れは550(うち、消費税は50)であったとするO 一括比例方
式を採用しているとすると、課税売上割合は60%であり、仕入組額控除の金額は30(50 x 60%)と
なる O 結果として、納税額は、 60から30を控除して30となる O
ここで、 1000の補助金を受け取り、課税仕入れが1100(うち、消費税は100)に増加したとする。
法30条によると、課税売上げと非課税売上げによる課税売上割合の60%がそのまま適用され、仕入
税額控除の金額は60となる。結果として、納税額はゼロとなる。これは、補助金1000により消費税
が30だけ減少し、公共法人Aに30の利益が発生したことを意味する。
法60条4項を適用する。上記の制度の説明によると、第三の一括比例方式の場合に該当する。
まず、補助金1000の使徒が課税仕入れ以外のものに特定されている場合である。この場合には、
特定収入の定義からこの補助金は特定収入に該当しないことから、調整は不要となるO
次に、補助金1000の使徒が課税仕入れに特定されている場合である。 1000に10/110を乗じて、さ
らに、課税売上割合を乗ずると、調整額は約55(1000x鵡×例)となる。これを売上に係る税
60から控除すると、納税額は約5となる。
最後に、補助金1000の使徒が不特定の場合である。調整割合が必要となり、この割合は、分母が
課税売上げ600と非課税売上げ400に補助金1000を加えた1600となり、分子が補助金1000であって、
62.5%となる。課税仕入れの税額は60であることから、これに62.5%を乗ずると、調整額は約37.5と
なり、納税額は約22.5となる。
41)法30条の段階で、課税でも非課税でもない課税対象外の収入に対応する課税仕入れの取扱いについて何らかの
ルールを設けていれば、こうした複雑な計算は不要になる、と考えられる。
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設例2
法人Bが通常の事業活動に加えて、国から補助金110を支給され、これを課税仕入れの支出のみ(本
体価格100、消費税10)に用いる事例を想定する。なお、当該法人が一括比例方式を採用していた
と仮定とする。まず、課税売上割合が100%であったとすると、仕入税額控除の金額の増加は10と
なる。次に、課税売上割合が0%であったとすると、仕入税額控除の金額の増加はOとなる。こ
うした状況において、法人Bが消費税法60条4項の適用がある法人であると仮定する。課税売上割
合が100%の場合には税額控除からの控除額は10となり、課税売上割合が0%の場合には税額控除
からの控除額はOとなる。
ここで、上記の補助金の資金使途が特定されていないとすると、これら控除額に調整割合を乗じた
金額が控除額となる。例えば、調整割合が60%で、課税売上割合が100%の場合には、控除額は6とな
る。
以上の設例からいえることは、補助金を受領しても、そのことと無関係に課税売上割合が算定さ
れ、その割合に基づいて税額控除の金額が決定されることである。そして、法60条4項は、こうし
た法30条の計算構造を踏まえて、補助金の資金使途を考慮して税額控除の制限を行っているといえ
る。
(3) -2-5 小括とコメント
特定収入のしくみは、これまで、どのように説明されてきたのであろうか。ま法当時からの関係
者による下記の記述が参考になると思われる42)。また、こうした考え方が現在の一般的な受け止め
方ではないかと思われる。
「木村 消費税における仕入税額控除は、課税の累積を排除するために設けられたものであ
り、基本的な考え方としては、売上対価によって課税仕入れした分にかかっている税額だけを
控除すべきものです。その点からいうと、公共法人などはそもそも資産の譲渡等の対価以外の
収入でその支出を賄うことが多く、その局面で消費者と同じ立場にあるといえます。そこで法
60条で、資産の譲渡等の対価以外の収入による仕入税額控除を認めていないわけです。」
なお、本書では、さらに、一般法人の取扱いにも言及し、寄付金などの収入が予想されるものの、
こうした収入が中心を占めることはないので、これらは例外的なものであり、仕入税額控除の否認
まではしない、との説明がなされている。
さらに、上記の説明につづいて、次のような説明がなされている43)。
「木村 ・・・仕入税額控除は、譲渡収入で賄われたものに限るという考えから、つまり、
補助金や交付金などの特定収入で賄われる課税仕入れは最終消費と見るべきで、あって、これに
含まれている税額については仕入税額控除はしないというのが基本的な考え方です。」
こうした考え方が現在の一般的理解であると仮定すると、現行制度に関する考え方は、次のよう
に整理することができると考える刊。
公共部門が補助金により資産を購入し、これらの資産の購入により生ずる税額控除を通じて
42)前掲書『消費説法の読み方・考え方.1431頁
43)前掲書『消費税法の読み方・考え方.1437頁
44)交付金は補助金とは異なるものであるが、本稿では補助金に含めて説明を行うこととする。
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利益(還付)を得た場合には、補助金の過大給付があったこととなる。したがって、補助金の
過大給付につながる税額控除は否定する必要がある。公共部門は、本来は消費者であり、税額
控除の権利は認められるべきでない。法60条4項はこうした目的を達成するために設けられた
ものである。
この考え方は一見すると合理的なように見える。補助金を受領した場合において、消費税を原因
として補助金の受領額以上の経済的利益を得ることは許容されるべきではない、という論理である。
しかしながら、真に関われるべきは、補助金を受領することでなぜ、税額控除の権利が発生するか、
ということである。上記の考え方は、補助金の受領で生ずる不合理な結果を如何に事後的に是正す
るからという観点から説明したものであり、なぜ、こうした問題が起きるのか、なぜ、補助金が税
額控除の権利を発生させるかの、という疑問の回答とはなっていない。公共部門が本来は消費者と
同様な存在であるとするならば、物品やサービスを購入しでも税額控除の権利は発生しないはずで
ある。現行の仕組みで、こうした権利が発生するのは何故であろうか。こうした点について、以下、
検討を進めることとする。
(3) -3 法30条のロジック(税額控除が認められる範囲)
(3) ー 3-1 消費税法60条と30条の関係
ところで、消費税法60条4項の仕組みは上記のとおり極めて複雑であるが(課税売上割合を反映
した調整割合のほか、通算調整割合も考慮されている。)、これは、補助金を原資とする課税仕入れ
に係る税額控除の制限を定めるに当り、補助金の支給目的だけでなく、法30条の仕入税額控除の仕
組みを前提とて工夫されたことによると考えられる。法30条は、税額控除の範囲を決めるに当って
当該課税期間の課税売上割合を用いているが45)、これは事業者の税額控除の金額が当該課税期間の
課税売上げと非課税売上げの金額で決定されていることを意味する46)。
ところで、法60条4項が複雑なものとなった理由が法30条の仕組みを前提としたことにあるとし
て、そもそも、補助金を受領することでなぜ事業者に税額控除の権利が発生するのかが問われるべ
きである。以下、この点について検討する。
(3) -3-2 税額控除の仕組みと課税対象外収入の関係
ここで、租税、補助金、寄付金など、対価性がないとされる収入(以下では「課税対象外の収
入J47)という。)があった場合の、消費税法30条の考え方を探ってみたい。
45)法30条2項。なお、課税売上割合は、法30条6項において「当該事業者が当該課税期間中に圏内において行っ
た資産の譲渡等の対価の額のうちに当該事業者が当該課税期間中に圏内において行った課秘資産の譲渡等の対
価の額の合計額の占める割合として政令で定めるところにより計算した割合」と定義されている
46)したがって、税額控除の範囲は、事後的な出来事によって影響を受け、調整が必要となる場面が出てくる。消
費税法32条から36条までの規定がそうした事後的調整の役割を担っている。
47)課税対象外の取引とその収入としては、消費税法の資産の譲渡等に該当しないすべての取引とその収入が対象
となる。本稿では、対価性がないとして課税対象外とされるものを想定して、議論を進めることとする。
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法30条l項によると、非課税売上げがない場合には、すべての課税仕入れについて税額控除が認
められる。そうすると、課税対象外の収入があったとしても、課税対象外の収入とは無関係に税額
控除が認められる。
法30条2項は非課税売上げが一定以上の割合を占めている場合の取扱いを定めているが、原則と
して、課税売上割合すなわち、課税売上と非課税売上げの割合を基本として税額控除を認めること
としている。課税対象外の収入があっても、考慮されない。
こうした仕組みが、公共部門が補助金を得た場合に税額控除の権利を発生させている。
法60条4項は、上記の税額控除の仕組みを前提として、租税、補助金、寄付金などの収入 Ci特
定収入」と定義されている)が収入に含まれる場合には、これら特定収入の資金使途(課税仕入れ
となる物品やサービスの購入に充当されるか否か)を考慮に入れて、税額控除の権利の発生を防止
しようとしている。特定収入は、課税対象外収入の一種であるが、こうした特定収入が原困となっ
て発生する税額控除を制限しているのである。
現行法は、補助金を得たことで公共部門が補助金以上に利益を得ることを制限したものと考えら
れる。
(3)一3-3 法30条の論理
ところで、法60条4項を考察すると、その前提にある法30条の論理を解明することにつながると
思われる。
法30条の税額控除の規定は、課税対象外の取引による収入があっても、そうした収入があること
を無視し、課税売上げと非課税売上げのみに基づいて、税額控除の範囲を決定するものである。例
えば、非課税売上げがない法人の場合には、すべての課税仕入れにかかる税額控除が認められ、非
課税売上げのみの法人の場合には、税額控除はまったく認められない。両者が共に存在する場合に
は、原則として、課税売上げに対応する部分のみの税額控除が認められる。
こうした仕組みは、課税対象外取引に係る収入が、少なくとも、一定額以上あるいは一定割合以
上ある場合には不合理である。対象外取引の存在を考慮した何らかの対応措置が必要であろう 48)。
法60条4項の特定収入の制度は、こうした必要から工夫されたとみることが出来る。公共部門の
法人制に限定し、特定収入として分類できる収入が相当程度ある場合に限り、税額控除について、
特例を設けたものである50)。その特例の意味は、法30条の規定により税額控除の対象となる場合に
おいて、特定収入を原因とした税額控除を排除するというものである。その仕組みは極めて複雑で
テクニカルなものとなっている。
48)ただし、課税対象外収入がわずかな場合には、効率性の原則や少額不追求の観点から、無視することも許容さ
れるであろう。
49)別表3の法人が該当する。したがって、広く、公益法人等が含まれる。
50)他方で、例えば、配当や圏外取引といった類型の課税対象外取引に対応する課税仕入れの税額控除の取扱いに
ついては、法律上は特段の手当てがない。したがって、法律解釈上は空白の状況にあるが、通達がその一部につ
いて取扱いを定めている。消費税法法基本通達11-2 -13 (圏外取引に係る仕入税額控除)、 11-2 -16 (不課
税取引のためにのみ要する課税仕入れの取扱い)がその例である。
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(3) -3-4 法30条と課税対象外収入との関係
法30条は、課税対象となる収入を課税部分と非課税部分に区分し、その比率に基づいて、課税仕
入れに係る税額控除の範囲を決定している。ここでは、課税対象外の収入は無視されている。
この場合、課税対象外収入の当該法人の収入全体に占める割合が十分に小さい場合はともかく、
それが相当に大きくなると不合理なものとなることは明白である。例えば、課税対象の収入が10%
で、課税対象外の収入が90%の法人を想定すれば明白である。税額控除の大きさは、 10%の収入に
よる課税売上割合で決まることになる。例えば、非課税売上のみの場合には、税額控除はゼロとな
り、課税売上のみの場合には全ての税額控除が認められる。こうした結果は不合理である。
(3) -4 消費税の論理と補助金の論理
消費税 (VAT)の論理は、事業者が生産要素を購入し、それに付加価値を加え、次の段階の売
上を行うことを前提としたものである。すなわち、経済活動としての生産や流通の活動が継続的に
行われ最終的に消費者に達するまでの全てのプロセスで、消費税の負担を連続的に転嫁していくも
のである。この場合、事業者聞における生産・流通に対応する生産要素を購入することで生じた
VATの負担は、前段階税額控除を認めることで排除されている。
しかしながら、事業者が補助金を受領した場合には、状況が異なる。補助金の交付を受けると、
その補助金を資源として物品またはサ}ピスを購入できる。こうした場合に、その物品やサーピス
の購入対価に含まれている消費税の税額控除が認められるのかという疑問が生ずる。なお、前述の
とおり、補助金の論理では、補助金で物品やサーピスを購入した場合、そこに含まれる消費税の税
額控除は認めないというものであった。
しかしながら、消費税の論理と補助金の論理の関係について、いま一度、整理しなおす必要があ
るのではないか。
(3) -5 仮説あるいは推論
ここで、公共部門は、「事業者」なのか、それとも、「消費者」なのか、という最初の論点に戻っ
て検討したい。公共部門が租税または補助金を収入として公共サーピスを提供する活動は、 VAT
における課税事業者としての活動ではなく、消費者としての活動と考えるのが合理的かそれとも、
現行法のように公共法人をVATの納税義務者たる事業者(課税事業者)として取り扱うことが合
理的か、ということである。
ところで、公共部門を課税事業者(納税義務者)として扱った場合、そのアウトプットとして公
共サービスの供給が対価として受け取るのは、国民からの租税や補助金といった対価性のない収入
である。したがって、課税対象外の収入とされる。ところが、そうした収入で物品やサーピスを購
入した場合(インプット)には、法30条の文脈で、前述のとおり税額控除が認められる。
結論を先に述べると、こうした課税対象外の収入は、いわば、消費者としての立場での収入であ
り、そもそも税額控除の面でもこのことを前提として処理すべきではないか、と考えられる。換言
すると、公共部門を、事業者としての側面と消費者としての側面に区分し、前者については、通常
の課税と税額控除を認め、後者については、課税も税額控除も認めないとすべきではないか、とい
うことである。
政府は国民から租税を受け取り、政府以外の公共法人は政府から補助金を受け取って活動するが、
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これらは、 VATの観点からすると、生産活動ではなく、消費活動である。そして、物品やサービ
スの購入を行う場合には税の負担者となる51)。
(3 )ー 6 法60条4項の論理の検討:公共部門は消費者と事業者のミックス
法60条4項は、公共部門を事業者としたうえで補助金等で物品やサービスを購入した場合には、
そこで発生する税額控除の権利は認めないととするものである。
このことは何を意味しているのであろうか。これは公共部門の活動を二つに分割し、補助金を受
け取った部分は「消費者」扱いとし、物品やサービスを購入しでも税額控除と認めないこととし、
他方、公共部門による事業活動により対価性のある収入を得た部分については「事業者Jとして扱
い、非課税売上げに対応するものを除き税額控除は認めるとしていると考えることができる。
なお、国の一般会計については、一般会計が物品やサーピスの購入を通じて負担した消費税は供
給者たる事業者による納税という形式で国に入金されており、歳入と歳出を合わせると相殺されて
いるようにみえる52)。
また、国等の一般会計が供給者となる対価性のある取引を考えると、形式的には課税売上げであ
るが、実質的な課税はない。供給者が一般会計の場合にも、顧客には税額控除が認められる。した
がって、免税事業者との取引と同様の結果となる。
(3) -7 ここまでの議論の整理
わが国は、「経済活動」という概念を用いた課税範囲の限定は行っていない。したがって、公共
部門についても、原則として、民間企業と同様の課税ルールが適用され、事業者として扱うことと
されている。他方で、対価性の概念はそのまま課税要件として適用されている。結果として、個別
的で直接的な対価を得て行われる行政サービス、例えば、行政手数料などは、課税対象としたうえ
で非課税としている。結果として、この部分は消費者としての扱いとなり、物品やサービスを購入
すると税負担が発生する。
次に、わが国の消費税法では、法30条の仕組みから、課税対象外取引を原因とする収入がある場
合にも、税額控除の権利が認められる。そこで、法60条が用意され、課税対象外の取引に係る収入
が補助金などの特定収入に該当する場合には、その収入を原資とする課税仕入れについて、税額控
除の権利を制限している。
(4)小括
本章では、 EU、NZおよびわが国における公共部門の取扱いが現状について概観した。
要約すると、 EUVATでは、公共部門を原則として消費者として扱い、 NZGSTでは、公共部
門を原則として事業者として扱っている。
これに対して、わが国の消費税は、公共部門を事業者として扱っている。すなわち、民間の事業
者と同様、対価を得て物品やサービスを供給する場合には、課税対象となる53)。結果として、法30
51)なお、税を負担しているように見えるが、実際には供給者が当該物品やサーピスの供給に係るVATを納税し
ており、双方をあわせると、政府は、物品やサーピスの購入において実質的には税を負担していない。
52)ただし、これは、消費税の税収の受入れ主体とその税収による購入主体が同一であることが前提である。そう
でない場合には、政府間であるいは政府と公共部門との聞で消費税の精算が必要と考えられる。
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条の税額控除の仕組みから、補助金などの特定収入を受け取った場合にも、特定収入を原資とする
課税仕入れに関連して税額控除の権利が発生する。そこで、特定収入を受け取ったことにより発生
した課税仕入れに係る税額控除を制限することとしている。
4.論点、の検討
(1)公共部門の取扱いにおける二つの方式
既に述べた通り、公共部門の取扱いには二つの方式が考えられる。
第一の方式は、公共部門を消費者とするものである。これは、公共部門をVATの課税対象外と
することを意味する。この場合、公共部門が物品やサ}ピスを購入した場合には税負祖が発生する。
なお、この税負担について、 VATが歳入となった公共部門がVATを負担した公共部門に対して何
らかの補填を行うことも選択肢としてありうる。
第二の方式は、公共部門を事業者とするものである。これは、基本的には、公共サ}ピスの供給
にもVATを課すものであり、課税仕入れで負担したVATは税額控除できることから、事業者と
された公共部門に税負担は発生しない54)。
(2 )公共部門による公共サービスの取扱い
ところで、公共サービスの取扱いとして、次の四つの方式が考えられる。
第一は、課税とするもの
第二は、非課税とするもの
第三は、ゼロ税率とするもの
第四は、課税対象外とするもの
以上のそれぞれについて、簡単な検討を加えると次の通りであるO
(2) -1 課税対象とするもの
公共サービスを課税対象とするということは、その収入(税収)を公共サービスの対価とみるこ
とを意味する55)。この場合、公共サービスに対応する課税仕入れについて税額控除が認められる。
また、顧客が課税事業者であれば、顧客に税額控除が認められる。
(2) -2 非課税とするもの
公共サーピスを課税対象に含めるとともに、当該サービスの公共性を考慮して、その収入を非課
税売上げとするものであり、この場合、対応する課税仕入れは税額控除が認められない。
53)国および地方公共団体の一般会計は、事実上、課税対象から除外されている。
54)一般会計において、 VATの税収が増加するか減少するかは必ずしも明白で、はない。
55)公共サービスに対する収入としては、公共料金や手数料など直接的な対価のほか、租税や補助金あるいは社会
保険料など間接的な対価も考えられる。
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(2 )ー 3 ゼロ税率の対象とするもの
公共サービスを課税対象としたうえで、税率をゼロとするものである。この場合、収入が課税さ
れないだ、けでなく、税額控除も認められる。結果として、ゼロ税率の対象とされた物品とサービス
にかかるVATは完全に除去される。
(2) -4 課税対象外とするもの
公共サービスを課税対象から除外するものである。その売上げが課税対象とならないことは明白
であるが、税額控除の取扱いは必ずしも明白ではない刷。
(3 )モデルを用いた検討
次に、以上の各方式を採用した場合について、付加価値税の仕組みとしての合理性について比較
検討してみたい。
(3) -1 VAT課税の基本モデル
付加価値税 (VAT)は、前段階税額控除の仕組みを内蔵した、消費を課税対象とする一般間接
税である。 VATは、事業者による生産と流通という経済活動を経て、物品およびサービスが最終
的に消費者により購入され、消費されることを想定している。
はじめに、基本的なモデルを掲げると、下記のとおりである。商品Mが生産され流通している。
図表1
商品M 商品M 商品M
巨三〈 ~I 関B17InHI〈 〉両日
本体価格 100 120 150 
VAT (10%) 10 12 15 
取引対価 110 112 115 
納税額 10 2 3 
VATは、「消費に対する一般間接税」とされているが、その基本的理念として経済活動に歪みを
与えないことが重要である57)。すなわち、 VATの課税前と課税後で、経済活動に変化が生じない
ことが望ましい58)。
56)課税対象外の取引に対応する課税仕入れに含まれる消費税の税額控除が認められるか否かが問題である。な
お、課税対象外の取引には様々なものがあり、一般論として論ずることは困難である。
この問題を考えるに当つてのひとつの手掛かりが経済活動(事業活動あるいは生産活動)との関連性である。
生産活動の一環として実行された場合には、税額探除を認めることに合理性を見出すことができる。他方で、生
産活動ではなく、消費活動の一環として実行されたと考えるならば、税額控除を認める根拠がないことになる O
57)本稿では、国境税調整の問題には触れないこととする。
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こうしたVATの仕組みの中で、公共部門や公共サービスをどのように位置づけるのがVATの
論理から望ましいのであろうか。この点について更に検討する。
なお、以下で論ずるのは、公共サーピスのうち、租税や社会保険料などの間接的な対価によって
賄われる公共サービスである59)。
VATはすべての消費に対して例外なく課税するのが望ましい、という原則を徹底すると、公共
サーピスの対価としての租税や社会保険料であっても課税対象とすべし、という議論に発展する。
租税にVATを課税するのは、一見すると非常識であるが、そうしたVATによる増収分をVATの
税率の引下げあるいは所得税など他の税の減税財源に充当するとすれば、論理的にはありうる60)。
ただし、租税は一般的には公共サービスとの間で直接的な対価関係を欠いていることから、この点
に着目すると、課税対象とすることは難しい。
(3) -2 単一政府のモデル
ここで、 VATが存在しない状況において、政府が国民から租税を徴収し、事業者から物品(サー
ビスも含まれる。)を購入して、国民に公共サービスを提供するというモデルを掲げる61)。
|職者|二l政府 |ご|国民 l 
対価100 手且税 100
次に、税率10%のVATが導入されたと仮定する。公共サービスは、直接的な対価性のないサー
ビスであることから、課税対象外の取引に該当する。租税(例えば、所得税)は課税対象外の収入
となる。また、政府による事業者からの物品の購入は、課税対象外である公共サービスに対応する
課税仕入れに該当する O
58)例えば、非課税は、経済に歪みを与え、経済活動に対して非中立的である。
59)直接的で個別的な対価を得て行う公共サービスは、ここでは議論しない。非課税とするか否かについて議論は
ありうるが、ここでは、検討しないこととする。
60)ニュージーランドでそうした例があることは前述のとおりである。
61)租税収入のすべてが外部からの購入に充当されるわけで、はないが、ここでは単純化のため、すべてが外部購入
に充当されるものとしている。
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関表3
歳入 10
物品 、斗 公共サービス
ご政府|→|国民
|モ一一一一|
対価 110 租税 100
(本体価格 100+VATlO)
ここで、政府が事業者から購入した課税仕入れに含まれるVATをどう取り扱うかが問題となる。
まず、 EUVATにおいては、政府は非課税法人とされ、税額控除は認められない。他方、わが国
の消費税では、上記の政府が法60条1項の一般会計に該当すると仮定すると、形式的には税額控除
が行われるのであるが、実質的には税額控除は行われない62)。
政府からみると、事業者からの購入で10のVATを負担する必要があり、支払いを10だけ増加さ
せる。ただし、 10のVATの税収が発生している。したがって、政府の歳入歳出の全体としては中
立的である。 VATの導入が政府活動に影響を与えないという目標は達成されている。なお、政府
に税額控除を認めると、 VATの10の増収は消失し、ここでも政府の歳入歳出は全体として中立的
である。
したがって、課税主体としての政府と支出主体としての政府が同一である限り、税額控除を認め
るか否かにかかわらず、全体として中立的である。
〈公共サーピス課税モデル〉
次に、租税を対価とする公共サービスを課税対象とするモデルを掲げてみる。
図表4
歳入 10
物品 、斗 公共サービス
ご|政府 |一|国民 I 4一一一一一
対価 110 租税 110
(本体価格100+VATlO)(所得税 100+VAT10)
既存の税(例えば、所得税)を公共サービスの対価として考えると、公共サーピスはVATの課
62)法60条l項と6項により、一般会計は実質的に消費者扱いである。
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税対象となる。結果的に、公共サーピスの消費は民間サーピスと同様に課税されることになり、こ
の意味での中立性は確保される。なお、増加したVATの税収10は、既存の税の減税に充てること
が可能である。例えば、上記の例であれば、所得税を10だけ減額すると政府の収支バランスは回復
する。
(3) ー 3 複数政府モデル
中央政府とは別に地方政府が存在し、地方政府は租税(例えば、固定資産税)により公共サ}ピ
スを提供しているものとする。
|職者|ご|…ご|住民|
対価100 租税 100
ここで、中央政府が税率10%のVATを導入したと仮定する。
図表6
|吋府|
ご|ー ご|住民|
対価 110 租税 100
(本体価格100+VATlO)
地方政府にとっては、 VATlOだけ支出が増大する。この場合に、租税を10だけ増加させること
が考えられるが、中央政府の税収が10だけ増大していることを考慮すると、これは不合理であ
る63)。
それでは、地方政府の公共サ}ピスをVATの課税対象とするとどうなるであろうか。
63)なお、中央政府から地方政府への税収補てんとしての10の資金移転が行われると、バランスは回復する。
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図表7
|一|
ご!吋二|住民 l
対価 110(対価十VATlO)租税 100+VAT10
この場合には、地方政府の歳出と歳入のバランスは回復する。ただし、当該地方の住民の税負担
が増加し、中央政府の税収が増加している。これも、不合理である。
(3) -4 補助金モデル
次に、政府からの補助金により国民に公共サービスを提供している公共法人を考える。公共法人
は補助金を原資として事業者から物品(およびサ}ピス)を購入する。
図表8
|謀者|ご
対価 100
ここで、税率10%のVATが導入されたと仮定する。公共法人は物品の購入において110の支払い
が必要であり、補助金は110への増額が必要となる。
図表9
VAT10 
l報者 iご|怯法人トJ
対価 110(100十VATlω
会計論叢第10号 -42 -
なお、公共法人が課税事業者であって、かつ、この補助金による物品の購入について税額控除が
認められると、どうなるであろうか。
/1| 
対価 110(100+VATlω 
公共法人の収支は税額控除の金額だけ改善する。なお、税額控除の大きさは、VATの仕組みに従っ
て決まることになるω)。上記の例は、課税売上割合100%のケースを想定したものである。
(3 )ー 5 行政手数料モデル
地方政府が住民に個別的な公共サーピスを供給し手数料を受け取ることがある。パスポートの発
行費用や住民票のコピーの費用である。これらは、わが国の消費税法では、対価性のある取引とし
て課税対象内の取引とするとともに、非課税としている。
図表11
i中央政府|
ご|吋ご|住民|
こうした行政サーピスは非課税とされているため、この非課税サ}ピスに対応する課税仕入れに
含まれるVATの税額控除は認められない刷。
64)これは、わが国の公共部門で発生している状況である。結果的に、公共部門は利益を得る。この税額控除の金
額を減額すれば、収支のバランスは回復する。ただし、こうしたケースで税額控除の権利が発生するのかという
疑問が残る。
65)非課税とする場合には、政府にとって課税仕入れに含まれるVATがコストの増加要因となることから、外部
購入を抑制するという歪みが発生する。
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こうした護みを除去は、個別サ}ピスの行政サーピスを非課税から課税に変更することで可能と
なる。すなわち、行政手数料をVATの課税対象とし、課税仕入れに含まれるVATの税額控除を
認めると、バランスは回復する6)。
図表12
|中央吋
二|吋ご|住民|
(3) -6 民間競合モデル
民間部門と競合するような公共サーピス(旅客運送など)、あるいは、独立採算を前提とするよ
うなサービスを想定する。
l 政府 ( 
国表13
物品 公共サービス
ニ|吋人|一|顧客 14一一一一一
対価 110 対価 110
(本体価格100+VATI0) (本体価格100+VAT10)
この場合、公共法人は民間企業と競合することから、中立性の観点から、売上げはVATの課税
対象とし、仕入れに含まれるVATは税額控除を認めるべきである。
(3) -7 補助金を受け取る公益法人モデル
公益法人が提供する公益サ}ピスについて検討する。
政府あるいは公共法人が提供する公共サービスに対するVATの課税は、基本的にはテクニカル
な問題である。なぜなら、税を徴収する主体と税を負担する主体が基本的には同一であり、最終的
66)ただし、行政手数料はVAT相当額だけが高くなり、中央政府の税収が増加するという結果をもたらす。
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には相殺されるからである。これに対して、公訴法人が提供する公益的サーピスの場合、 VATの
ような一般間接税の負担を求めるのか(求めるとして、どこまで求めるのか)、それとも、求めな
いのかは、政策判断の必要があり、かっ、基本的には非課税制度の在り方を考慮する必要がある。
学校法人、宗教法人、医療法人などの公益法人の場合で、 VATの導入前の状況を想定すると、
次のとおりである。
|政府等|
|職者|二|他人|ご|顧客 l
ここで、税率10%のVATが導入されたと仮定すると、事業者への支払いはVATを含めて110と
なる。
VAT導入への対応としては、以下のモデルが考えられる。
A.完全課税モデル
顧客からの対価だけでなく、補助金も公共サーピスの対価として課税対象とし、かっ課
税仕入れに含まれるVATの税額控除を認める。すべてのサ}ピスを等しく課税対象とす
るとの考え方に合致したものであり、経済的中立性の観点からは望ましい。
B.課税対象外モデル
顧客からの対価は課税対象とし、直接的な対価性のない収入である補助金を課税対象外
とする。補助金に対応する課税仕入れの税額控除が認められないとすると、その部分が公
益法人にとってコスト増となる。
C.非課税モデル
顧客からの対価を非課税とし、補助金を課税対象外とするものである。結果として、税
額控除は全く認められず、公益法人にとってコスト増となる。また、こうしたコストの発
生は、取引に歪みをもたらし、経済的中立の観点からは好ましいものではない。
D.ゼロ税率モデル
公共サーピスの供給(顧客からの対価および補助金のすべて)にゼロ税率を適用するも
のである。完全な税額控除が認められる。ただし、税収の減少を伴う。
5.現行法の仕組みの再検討と代替案の提起
(1)現行制度の見直し
現行制度を見直す場合、抜本的には下記の二つの方法が考えられる。
-45一公共部門に対する消費課税のあり方について
第一は、公共部門について、官接の対価性のない公共サービスとその間接的な対価としての租税
や補助金を課税対象とするものである問。しかしながら、これはかなりドラスチックな改革となり、
当面は現実性がない。
第二は、公共部門を非課税法人とするものである。しかし、この方式をとると、わが国が帳簿方
式を採用していることから、公共部門からの物品またはサ}ピスの購入が課税仕入れとなるのか、
それとも非課税仕入れとなるかの判断において混乱を生じさせる可能性がある。したがって、少な
くとも、わが国が帳簿方式を採用している限り、この方式の採用は困難であろう 68)。
そこで、現行法の仕組みを尊薫しつつ、その問題点を再検討することにより、改替案を提起する
こととしたい。
(2 )現行法の仕組み
わが国の消費税法は、公共部門の課税上の取扱いについて、事業者としての側面と消費者として
の側面の両面があることを前提として構築されている。
まず、公共部門は、法5条や法30条からも明らかなように、原則として一般の事業者と同様に扱
うこととしている。資産の譲渡等に該当するものがあれば課税対象とし、課税仕入れがあれば税額
控除を認めている。なお、非課税が適用される場合には、売上げは課税されず、対応する課税仕入
れの税額控除も認められない。
問題は、事業者が課税対象外の収入を受け取った場合において、仕入税額控除を規定した法30条
がこうした収入の存在を想定した規定を設けていないことである69)。その結果、課税対象外の収入
としての特定収入を受け取り、それを原資として課税仕入れを行った場合、必ずしも明白ではない
が、税額控除の権利が発生すると解される余地がある。
そこで、消費税法は、特例として法60条4項を規定し、特定収入によって発生する税額控除の権
利を制限することとしている。なお、この法60条4項は、消費税法の税額控除の論理と補助金の論
理の双方を考慮したものであることから、前述の通り極めて複雑なものとなっている。
以上のことを、簡単な設例を用いて説明する。
67)現行法の解釈では、租税や補助金は、対価性がないとして、課税対象外となると考えられる、第一の方法はこ
れを課税対象の収入とするものである。
租税や補助金を課税売上げとするには法改正が必要と考えられるが、ニュージーランドでは実際に実行されて
いる。公共サ}ピスを、租税や補助金等を対価とする課税売上げとするものである。
租税や補助金に消費税を課すとともに課税仕入れについては税額控除を認めるものであり、論理的にはありう
るが、租税や補助金を課税対象とし、これらに消費税を上乗せすることは政策としては難しいと考えられる。
68)欧州では、公共部門を非課税法人とすることで、租税や補助金を課税対象から除外し、かっ、課税仕入れにつ
いては、税額控除を認めないこととしており、わが国でも、こうした方法を取ることがひとつの選択肢である。
しかしながら、この方法を取ると、論理的には、公共部門から物品またはサーピスを購入した者は税額控除で
きない。これは、帳簿方式を採用し、消費者や免税事業者からの購入にも税額控除を認めている現行制度と矛盾
し、混乱の原因となる。
69)一般の事業者にとっては、課税対象外の収入は例外的なものであり、無視できる程度のものである場合が多い
と考えられる。
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公共部門Aが、事業者として顧客に物品・サービスを供給し、その対価として40を得るとともに、
対価性のない公共サービスを国民に提供し、その費用は政府から補助金として60が支給されている
ケースを想定する。なお、公共部門Aは、とれらの収入をもとに100の課税仕入れを行っている。
図表15
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公共部門は原則として事業者として扱われることから、公共部門Aも顧客に対する物品やサー
ビスの供給は課税対象となる。その50%(20)が課税売上げであり、残りの50%(20)が非課税売
上であると仮定すると、税率を10%と仮定して、公共部門Aは顧客から20の10%である 2を消費税
として受け取る。
次いで、事業者からの購入のうちの60が課税仕入れであるとすると、公共部門Aは消費税とし
て60の10%である 6を負担し、事業者に対価の一部として支払う。
なお、課税売上割合は、課税売上 (20)の課税売上20と非課税売上20の合計額に占める割合であ
ることから50%となる。一括比例配分方式を適用すると、仕入税額控除の金額は6の50%に相当す
る3となる。
以上により、公共部門Aは、売上げに係る税額が2で、仕入税額控除の金額が3であることから、
政府から還付1を受け取ることになる。
次いで、 60条4項が適用される。計算の詳細は省略するが、補助金の資金使途を考慮にいれた計
算の結果として、補助金により発生した税額控除の金額が2となると仮定する。
そうすると、仕入税額控除の金額は3から2を控除した 1となり、結果として、公共部門Aは、
売上げに係る税額2から仕入税額控除1を控除し、政府に 1を納税すべきこととなる。
(3)代替案の提起
ところで、なぜ、法60条4項が必要となったのであろうか。
上記の設例を見て気が付くのは、法30条の税額控除の計算において、公共サ}ピスの提供とそれ
に対応する補助金の60の存在が無視されていることである O 仕入税額控除の計算において補助金の
60が考慮されていない。これは、税額控除の計算として合理的といえるのか疑問がある。そして、
これを適切に考慮に入れることで、法60条4項は不要となる可能性がある。
そこで、補助金を考慮に入れた法30条の仕組みを検討してみたい70)。
公共サービスとして、例えば、消防のサービスを想定する。公共部門Aは、国民に消防という
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公共サーピスを提供し、その財源として政府から補助金60を受け取っていると仮定する。さらに、
その補助金を用いて、消防自動車を40で購入し、その消費税が4であったとする。
消費税法では、このような公共サーピスの供給は、サーピスの供給と補助金の受取りの聞に直接
の対価性がないとして課税対象外となる。したがって、補助金の60は課税対象外の収入となる。
ところで、消防自動車を購入するに際して負担した消費税の4はどうなるのであろうか。
わが国の消費税法30条と税務当局の解釈によると、補助金により購入された課税仕入れは、課税
売上と非課税売上の共通対応仕入れとして扱うものとされている71)。
したがって、法30条の税額控除の仕組みのなかで、課税売上割合 (50%)が適用され、 4に50%
を乗じて、 2の税額控除の権利が発生する。しかしながら、こうした税額控除の権利の発生は不合
理である。
そこで、考えらえるのは、こうした補助金を原資とした課税仕入れから仕入税額控除の権利が生
じないようにすることである。そのための方法として、補助金を非課税売上とみなすこととしては
どうであろうか。すなわち、「みなし非課税売上」の概念を導入するのである。
税額控除の方法として個別対応方式を採用している場合には、消防自動車の購入は非課税売上に
対応した課税仕入れとなり、税額控除は認められない。公共部門Aの仕入税額控除は1となり、納
税は1となる。
税額控除の方法として一括比例方式を採用している場合には72)、課税売上割合の計算において、
みなし非課税売上を非課税売上に加算する73)。上記の例では、課税売上割合は、分母が100で分子
が20であることから、 20%となる。この場合には、仕入税額控除の金額は、 6の20%であることか
ら、1.2となる。したがって、公共部門Aの納税額は0.8となる74)。
(4)代替案の意味するもの
現行制度において法60条4項が必要となった理由を考えてみると、それは法30条が認めている税
額控除の範囲が広すぎることにある。付加価値税タイプの税における前段階税額控除は多段階課税
で必然的に発生する重複課税を排除するためのものであり、課税売上げに対応する課税仕入れに含
まれる税について税額控除を認めるものである。ところが、わが国の消費税法の仕入税額控除制度
は、通達による解釈も考慮に入れると、必要な範囲を超えており、課税対象外取引による受け取る
収入に対応した課税仕入れにも税額控除が認める結果となっている。補助金に即して説明すると、
対価性のない公共サーピスを提供しその費用を補填する目的で補助金を受け取った場合において、
現行制度では、補助金により購入したものが課税仕入れに該当する場合にも税額控除が認められる
こととなる。その結果、補助金を受け取った公共部門は、消費税の税額控除(さらには、選付)を
70)なお、これは、課税対象外の収入の全体に関わる問題であるが、ここでは、補助金に限定して議論を進める。
71)消費税法基本通達11-2 -16 (不課税取引のために要する課税仕入れの取扱い)
72)個別対応方式の場合でも、その課税仕入れが公共サービスと課税売上の双方の共通対応の場合も含まれる。
73)なお、本文で述べたのは、課税売上割合の計算方法の修正であるが、ニ段階方式とし、課税売上割合を適用す
る前に、課税対象割合を持ってくることも考えらえる。
ここで、課税対象割合の計算における分母は、課税売上、非課税売上および補助金の合計額であり、分子は、
課税売上と非課税売上の合計額である。
74)なお、一括比例配分方式には不合理な面があり、適用を制限するのが望ましい。
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受けることで、補助金支給の趣旨を超えた追加的な利益が発生する75)。
問題は、現行制度の税額控除の範囲が広すぎる点にある。税額控除の範囲は、本来は課税売上げ
に対応する課税仕入れに限定すべきである。そして、この本来のルールを尊重することで、補助金
が追加的利益を発生させるという不合理は解消する。すなわち、税額控除の範囲は課税売上と関連
する部分に限定し、補助金を受け取ったことから税額控除が発生する余地を消滅させるべきである。
課税対象外の収入のうち、少なくとも、補助金などの特定収入は、付加価値税タイプの税における
生産・流通段階を経過したあとの消費段階での活動の一環とみるべきものであり、上記の代替案は、
基本的には、こうした考えに沿ったものであるO
以上のことは、公共部門のうちの補助金が支給される活動については、これを事業者ではなく消
費者として扱うことを意味するものである加。
6.おわりに
わが国の消費税法は、公共部門を原則として事業者として扱うこととしている。ただ、し、国およ
び地方公共団体の一般会計に関する規定は、一般会計を形式的には事業者であるが、実質的には消
費者として扱うものである。その背景には、わが国の帳簿方式の問題があると考えられる。他方で、
一般会計以外の公共部門は事業者として扱うこととしているため、法30条により課税対象外の入金
のうちの租税や補助金など(特定収入と時ばれる)に対応する課税仕入れについても税額控除が可
能となっている。そこで、法60条4項が設けられ、補助金から追加的利益が生ずるのを防止するた
めに税額控除の範囲を制限している。しかしながら、この制度は、仕入税額控除の制度(非課税に
かかる控除制限を考慮したもの)と調整割合の制度(補助金の使途を考慮したもの)が複合する極
めて複雑なものとなっている。
本稿では、こうした複雑さの原因を検討し、わが国の制度のこうした複雑さの原因は、法30条の
税額控除の仕組みにあることを明らかにした。現行の公共部門の取扱いは、法60条により、国等の
一般会計は消費者として扱い、それ以外の公共部門(国等の特別会計、公共法人、公益法人等)は
事業者と消費者の二面性を有する法人として扱っている。結果として、補助金の論理を取り入れた
複雑な対応となっている。しかしながら、この課題は税額控除の論理だけで解決するのが望ましい。
本稿で分析したとおり、基本的な問題は、法30条の仕組みのために、課税対象外の収入に対応す
る課税仕入れに係る税額控除の範囲が過大となっていることである。租税、補助金、寄付金などと
いったいわゆる特定収入により物品やサーピスを購入することは、いわば、消費者としての購入で
あり、その購入で税額控除を認めないのが合理的である。この問題は、具体的には、特定収入をい
わば「みなし非課税売上」として扱うことで解決可能と考える。公共部門は、事業者として部分と
消費者としての部分から成り立っており、前者は事業者として扱うとともに、後者は消費者として
扱うのが妥当である77)。
75)わが国の消費税法は、こうした課題に対処するために、特定収入の制度を設けて、補助金が原因となって発生
した税額控除を排除することにしたものと考えられる。
76)補助金だけでなく、特定収入の全体に当てはまることである。
なお、課税対象外の収入の問題は、補助金などの特定収入に限られるものではないが、本稿では、特定収入に
限定し論じたものである。
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本稿が取り上げた問題は、公共部門に限定されたものではなく、対価性のない課税対象外の取引
の全体にかかわるものである。したがって、法30条の仕組みの抜本的な見直しが必要と考える。課
税対象外の取引からの収入と税額控除の関係を整理すべきであるO そして、課税対象外取引が生産・
流通活動の過程とみることができる取引であれば税額控除の対象とし、その課税対象外取引が消費
活動の一部としての取引であれば税額控除は認めるべきではないと考える。
77)なお、公共部門を非課税法人とすると、公共部門からの購入について税額控除が否定される余地があるため現
行の制度になったと考えられる。
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